




New Development Possibilities of "Agriculture for Physical, 
























                                                   
1 「障害者」を「障がい者」・「障碍者」と表現する場合もあるが、本稿ではとくに断らないかぎり「障害者」と



































                                                   









潮流にそって、第 1 次産業としての農業を共生（環境・経済・社会の 3 つの持続可能性4を確保する
実践のあり方）視点から定義したものである。 
第 1 次産業としての農業は、いまや大きな変容を遂げつつある。第 1 次産業としての農業が持続可






















                                                   








を確保することをさす（矢口芳生『共生社会システム論』（「矢口芳生著作集」第 8 巻）農林統計出版, 2013, 
pp.65-72; 矢口芳生『持続可能な社会論』農林統計出版, 2018, pp.3-47.）。 
5 サービス農業、福祉的・療養的農業に関しては、矢口芳生『サービス農業論』（「矢口芳生著作集第 6 巻」）農












































































































































                                                   
6 たとえば、小浦誠吾「日本における園芸療法の現状と今後の可能性」『園芸学研究』12 巻 3 号, 2013, pp.221-
227; 松尾英輔「緑と人の健康とのかかわり―緑（植物）とのかかわりはなぜ健康によいか」『日本緑化工学会
誌』34 巻 3 号, 2009, pp.482-487; 田崎史江「園芸療法」『バイオメカニズム学会誌』30 巻 2 号, 2006, pp.59-65; 
豊田正博・山根寛「園芸療法評価の試み―淡路式園芸療法評価表と既存の評価尺度による検証」『京都大学大学
院医学研究科人間健康科学系専攻紀要―健康科学』5 号, 2009.3, pp.29-35; 越智裕子「高齢者と動物の絆につい
て―高齢者の居住空間における動物共生社会の構築に向けて」『目白大学 総合科学研究』13 号, 2017.3, pp.53-
68. 等を参照されたい。 
7 堀口健二・弦間正彦・軍司聖詞「後期高齢者医療費が少ないグループの検出とその意義―埼玉県本庄市の自営






ともかく、第 2 次・第 3 次産業としての農業・〈農〉への社会的ニーズの高まり、これを背景とし





























                                                   





































                                                   
10 「社会的企業」に関する筆者の整理については、矢口芳生「共生農業システムのモデル構築に向けて」『地域
再生の論理と主体形成―農業・農村の新たな挑戦（早稲田大学学術叢書 54）』早稲田大学出版会, 2019, pp.419-































45.5 人以上に 1 人の割合で雇用する：法定雇用率 2.2％13）で大企業が設立して農業に進出する形態
                                                   
11 経済産業省『ソーシャルビジネス研究会報告書』2008.4; 「英国の青少年育成施策の推進体制等に関する調査
報告書」（2009 年 3 月）; 谷本寛治編著『ソーシャル・エンタープライズ―社会的企業の台頭』中央経済社, 
2006; 塚本一郎・山岸秀雄編著『ソーシャル・エンタープライズ―社会貢献をビジネスにする』丸善, 2008; 中
川雄一郎『社会的企業とコミュニティの再生』大月書店, 2007; OECD, The Changing Boundaries of Social 
Enterprises, 2009.（連合総合生活開発研究所訳『社会的企業の主流化』明石書店, 2010）; Janelle A. Kerlin 


































14 「新しい障害者の就業のあり方としてのソーシャルファームについての研究調査」（厚生労働省・平成 22 年度
障害者総合福祉推進事業 2011 年 3 月）NPO 人材開発機構ウェブサイト〈http://www.npo-
jinzai.or.jp/network/report.pdf〉2020.1.8.閲覧; 寺島彰「わが国のソーシャル・ファームを発展させるための考






介福祉サービスにおける農業の役割」『農業と経済』79 巻 10 号, 2013.11,pp.18-22. 等参照）。一方、農林水産省
にも制度的支援がある。〈https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kourei.html〉2020.1.8.閲覧; 松本誠司・高塚























グループ内の埼玉福興株式会社（以下「埼玉福興社」）は、資本金 1000 万円で 1996 年 5 月 20 日
に設立された。聞き取り調査時点の 2018 年 11 月現在、重度知的障害者 1 名、精神障害者 1 名、ほ













埼玉福興社は、2005 年、埼玉県の農林振興センター普及部による支援を受けて実験ハウス 432 ㎡
                                                   
17 「企業理念」埼玉福興ウェブサイト〈http://saitamafukko.com/policy〉2019.11.9.閲覧。 
18 本稿における内容については、とくに断らない限り、新井利昌『農福一体のソーシャルファーム』創林社, 






を建設し、2006 年には個人として新規就農、2007 年に水耕サラダほうれん草を 1,080 ㎡の栽培を開
始する。この時点で圃場は 0.9ha となり、農業生産法人化（株式会社の農業参入 埼玉県 1 例目）を
果たす。 
2008 年に認定農業者認定 19-317 号となり（圃場 1.5ha）、2009 年には水耕栽培ハウス 1,161 ㎡増
設、レンタルにて 1,000 ㎡、圃場 2.5ha となる。ソーシャルファームの推進に向けた実証モデル事業
を開始し、また新たな販路物流システム構築による業務用「野菜セット」販売事業にも進出し（経営
革新計画承認：2009 年 5 月～2012 年 4 月）、特定非営利活動法人 Group Farm 就労継続支援 B 型事
業所「オリーブファーム」を開所する。 
2010 年にはオリーブ植樹拡大事業を開始し、2013 年には「オリーブ収穫祭 in クラリス農園」を、
世界初として関東でのオリーブ収穫祭を主催した。同年、「特定非営利活動法人 Agri Firm Japan」




OLIVEJAPAN2016 の 2016 国際オリーブオイルコンテストにて金賞を受賞する。「GH ホームクラ
リス」、「ホームクラリスⅠ」並びに就労継続支援 B 型事業所「クラリスファーム」を開所する。さら
に、2017 年相談支援事業所くらりすを開所し、放課後等デイサービスのクラリスジュニアを開所し
た。さらに、苗ハウス 360 ㎡ を増設した（2017 年度埼玉野菜もりもり大作戦事業）。 
グループファームの農場は、埼玉県の NPO 法人が畑 4.4ha の借地にて、うち露地野菜 3ha（玉ネ
ギ中心）、水耕栽培 20a、苗床 20a、オリーブ園 1ha を経営し、群馬県の NPO 法人が所有地 1.8ha に
て、うち露地野菜 80a（白菜中心）、オリーブ園 1ha の経営を行っている。 
                                                   






を重視している。「ミッション」Agri Firm Japan ウェブサイト〈http://agrifirmjapan.jp/〉2019.11.9.閲覧。 
所在地 組織名 設立年月 従業員 スタッフ 利用者数
埼玉福興社 1996年5月 10人
NPO法人グループファーム 2003年2月
　　年代寮 1993年4月 5人 30人
　　オリーブファーム 2009年6月 7人 30人
NPO法人Agri Firm Japan 2013年7月
　　ホームクラリスⅠ 2016年5月 4人 8人
　　ホームクラリス 2016年2月 3人 7人
　　クラリスファーム 2016年2月 4人 17人




























































こうして 2004 年に栽培を開始した。同年には OLIVEJAPAN2014 の 2014 国際オリーブオイルコ
ンテストにて銀賞を受賞した。2 年後の 2016 年には金賞を受賞する等、大きな実績を上げてきた。 
オリーブは何千年も生きる樹・社会資源・持続可能な農業の象徴として、次世代の子どもたちの仕














財務状況はどのようになっているのか。決算書を取りまとめたのが表 3 である。表示の 3 年間をみ
軽度 中度 重度 最重度
露地栽培（30％） 1 2 7 1 0 1
水耕栽培（70％） 0 0 11 7 0 1
オリーブ栽培（1％） 1 0 1 2 0 1
注．農作業状況は新井利昌『農福一体のソーシャルファーム』創林社, 2017,p.57.の


















ただし、特定 NPO 法人 Agri Firm Japan（群馬県）、特定非営利活動法人グループファーム（埼玉
県）も含めた「グループ」全体としての経営は、決して順風満帆とはいえない。2016 年度の 2 つの
NPO 法人の収支をみると20、2 組織で 1,398,677 円の繰越黒字であり、表 3 の 2016 年度の埼玉福興
社の繰越黒字 8,572,881 円を合算すると、グループ全体では 9,971,558 円の黒字となる。しかし、
2017 年度についてみると、の NPO 法人は 2 法人で 5,827,391 円の繰越赤字を計上し、表 3 の 2017












                                                   
20 「特定非営利活動法人 Agri Firm Japan」（NPO 法人ポータルサイト）内閣府ウェブサイト
〈https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/detail/010000931〉; 「特定非営利活動法人グループファーム」
同ウェブサイト〈https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/detail/011060012〉2020.1.12.閲覧。 
科目 2015年度 2016年度 2017年度
売上高 106,616,765 125,338,366 127,266,466
　内職売上高 1,568,764（　1.5％）
　賃貸収入 35,525,586（33.3％） 44,568,000（35.5％） 44,568,000（35.0％）
　出向収入 44,818,693（42.0％） 59,044,737（47.1％） 43,997,671（34.6％）
　農業売上 24,276,302（22.8％） 21,413,345（17.1％） 38,435,051（30.2％）
　オリーブ商品売上 347,392（　0.3％） 246,545（　0.2％） 215,585（　0.2％）
　手数料売上 80,028（　0.1％） 65,742（0.1％） 50,159（　0.0％）
売上原価 12,220,049 9,279,067 14,081,430
販売・一般管理費 91,435,297 104,335,752 113,635,335
営業損益 2,961,419 11,723,547 △ 450,299
営業外収益 1,463,824 1,689,569 2,325,550
営業外費用 1,531,700 2,381,627 603,987
営業外損益 △ 87,876 △ 692,058 1,721,563
経常利益 2,893,543 11,031,489 1,271,264
法人税等 104,600 2,458,608 35,000


































                                                   
21 農林水産研究所『農村の再生・活性化に向けた新たな取組の現状と課題―平成 24～26 年度「農村集落の維





ての特例子会社の可能性」『農業経済研究』86 巻 1 号, 2014.6, pp.12-26; 農林水産研究所『農業分野における障
害者就労と農村活性化―障害者施設における農業活動に関するアンケート集計結果及び特例子会社の農業分野へ


























した取り組みがみられる。以下では、その事例として、特定 NPO 法人「土と風の舎」（2017 年 11 月
21 日及び 2019 年 9 月 21 日聞き取り調査）の取り組みを紹介する。「埼玉福興社」の事例と同様に、
理念、沿革、取り組みの背景、組織の運営方法等の観点から述べる。 
4.2 豊かな生活のための「福祉的・療養的農業」―特定 NPO 法人「土と風の舎」の場合 
①特定 NPO 法人設立の趣旨と理念 




                                                   



































                                                   
24 「ご紹介」特定 NPO 法人「土と風の舎」ウェブサイト〈http://www.minikuru.net/tks/guide/index.htm〉
2019.12.31.閲覧。 
25 「定款」特定 NPO 法人「土と風の舎」ウェブサイト〈http://www.minikuru.net/tks/guide/teikan.htm〉
2019.12.31.閲覧。 















2002 年 8 月、川越市の畑約 600 坪を借りて活動を始めた。同年 11 月に小麦の栽培を始め、2004
年 8 月には畑をみんなで楽しむ市民農業体験講座が開催された。2007 年 4 月にはハーブ園が完成、
2012 年 4 月からは障害者の農業実習・就労訓練も始めた。2017 年 11 月には「設立 15 周年こえどフ





                                                   



























親子対象の農業自然体験 土曜日、12回 親子、51組 土曜日、12回 親子、50組 土曜日、12回 親子、47組 土曜日、12回 親子、47組
市民を対象にしたハーブによ
る健康づくり












































ホームページの運営 通年 通年 通年 通年

































































「お出かけ園芸ひろば」は、2003 年 8 月からシニア・中学生・成人を対象に開始した。2004 年 10
月には、認知症高齢者の園芸療法も始めた。2008 年 8 月に精神科デイケアでのガーデニング、2012
年 3 月には癒しの園芸福祉講座を開催した。最近の実績としては表 4 に示した。 
第三に、農園芸分野での障害者自立支援として、「みどりの架け橋」プログラムに取り組んできた。
精神障害・発達障害を対象にしたリハビリテーションから職業訓練まで、多様な支援モデルカリキュ
ラムを開発・提案してきた。2007 年 10 月、農園芸による障害者就労支援事業を立ち上げ、農林水産
省やそのほかの団体から障害者就労支援事業の委託等を受けてきた。表 4 に示したとおりである。 
上記のほかに、農業・園芸・園芸福祉・園芸療法・障害者就労等に関するセミナーや学習会を開催
している。また、それらに関する講師派遣も行っている。以上の取り組む事業への全体の参加人数は、
表 4 に示したとおりここ数年は 120 人前後（2019 年度 125 人）である。出発当初（2002 年）は 14




































                                                   
28 特定非営利活動法人 土と風の舎『農業における障がい者就労支援のためのガイドブック（精神障がい・発達
障がい編）』2014.3. このほかにも、豊田正博『農業分野における障害者就労支援 知的障害者と農作業のマッチ
ング・ハンドブック』兵庫県・兵庫県社会福祉事業団, 2016.3. がある。 
2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
計 3,050,000 2,219,208 2,204,960 1,674,850
会費 285,000 323,000 308,000 307,000
事業収入 1,631,720 1,809,900 1,832,960 1,325,850
　農園芸参加・体験事業 957,310 806,750 628,000 637,450









雑収入 18 3,301 64,000
借入金 200,000
前期繰越金 190,055 83,007 90,387 26,242
経費合計 2,966,993 2,128,821 2,269,105 1,633,992















　旅費交通費 1,540 50,770 770
　通信費 17,135 3,031 134,691 64,487
　消耗品費 17,292 49,688 570,712 401,184
　事務用品費 12,828 10,027
　複写費 250 2,830 3,510 400
　会議費 26,960 25,140 294,062 24,570
　保険料 54,630 13,860 97,310 94,840
　荷造運賃 23,985 8,149 12,295 4,196
　支払手数料 2,550 3,932 3,228 3,922
　租税公課 4,000 4,000 4,000 4,000
　修繕費 42,000 136,400 161,244 161,809
　広告宣伝費 77,760
　賃借料 120,000
　雑費 33,140 41,559 154,605 59,272
借入金返済 1,066,875 200,000
83,007 90,387 26,242 67,100
注．特定NPO法人・土と風の舎、毎年度の「事業報告書」により筆者作成（「特定非営利
      活動法人 特定非営利活動法人土と風の舎」（NPO法人ポータルサイト）内閣府ウェ
      ブサイト〈https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/detail/011020076〉
       2020.1.12.閲覧。）。 *は、「経費合計」（「事業・管理（経費）計」）のうちの「事業費」



































活動のなかに組み込んでいる。地域の方々を中心に、年間 120 人もの参加がある。 





                                                   
29 「特定非営利活動法人 特定非営利活動法人土と風の舎」（NPO 法人ポータルサイト）内閣府ウェブサイト
〈https://www.npo-homepage.go.jp/npoportal/detail/011020076〉2020.1.12.閲覧。 
30 矢口芳生『サービス農業論』（「矢口芳生著作集第 6 巻」）農林統計出版, 2012, pp.280-282. 


































                                                   
32 同上, pp.47-48. 
33 「教育課程」兵庫県立淡路景観園芸学校ウェブサイト〈https://www.awaji.ac.jp/curriculum/〉2020.1.12.閲
覧。 
34 東京都練馬区の「白石農園」は有名である。1.4ha の農地のうち 80a で農産物の生産・販売を行い、60a で子
ども・地域住民・障害者等を対象に農をとおした勉強の場を提供し、農家レストランも開設している。濱田健司
『農福連携の「里マチ」づくり』鹿島出版会, 2015, pp.73-76. 
35 『グリーン・ツーリズム』21 世紀村づくり塾, 1992.8, p.11. 
36 都市と農山漁村の共生・対流推進会議『グリー・ツーリズム専門部会中間報告』都市農山漁村交流活性化機






































                                                   























さらに、福祉的・療養的農業には、IT や AI を活用したサービス農業の展開の可能性もでてきた。
都市生活者が ICT・スマホにより、遠距離で作物の栽培ができるようになる。 
たとえば、廃校の校庭を利用してハウスを建て、ハウスのなかには大きなポットで栽培するぶどう










                                                   
38 ケアファームについては、次が参考になる。植田剛司・永井啓一・坂本清彦『農福連携事業による「効果」の
実証について』全労災協会, 2018.7; 鄭玉姫「オランダ金剛農業地域の農家におけるケア振ファームの運営とその
意義」『立教大学観光学部紀要』19 号, 2017.3, pp.66-75. 等。 
福知山公立大学研究紀要(2020)
- 254 -
